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環境パートナーシップ組織はどれくらいあるか？ 
• 2012年11月から12月にかけて『環境パートナーシップ組織に関
する全国自治体調査』を実施 

• 調査対象は、都道府県・町村を除くすべての団体、すなわち全
国の市及び東京都特別区の計810団体（2012年8月現在） 

• これら自治体の「環境政策」担当課宛てに、質問紙を郵送、さ
らに一部自治体に電話で確認を行ったところ、537団体から回
答を得た（回収率66.3%）。 
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いつごろできたのか？ 

• 会員型の組織で最も古いのは、とよなか市民環境会議 

と環境都市宝塚推進市民会議（ともに1996年） 
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何をしているのか？（活動分野） 

• 自然環境保全 、環境教育・環境学習 、地球温暖化対策 

が全体の82％ 
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何をしているのか？（活動内容） 

• ①：【プラットホーム機能】 ②：【中間支援機能】 

• ③：【実践機能】 ④：【点検評価機能】 

108
120

90

72 69

15

35

18
3

14

0

20

40

60

80

100

120

140

①
公
開
の
イ
ベ
ン
ト
、
学
習
会
、

フ
ォ
ー
ラ
ム
（意
見
交
換
会
）の
開
催

①
メ
ン
バ
ー
相
互
間
の
情
報
交
換
・

交
流

②
市
民
に
対
す
る
啓
発
活
動
（選
択

肢
１
を
除
く
）

③
環
境
保
全
・改
善
事
業
の
企
画
・

実
施

④
環
境
基
本
計
画
等
の
フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ
・点
検
評
価
時
に
お
け
る
意

見
表
明

環
境
報
告
書
（年
次
報
告
書
）の
編

集
へ
の
参
加
、
執
筆

調
査
研
究
・政
策
提
言

他
のN

P
O

・市
民
団
体
へ
の
支
援

公
共
施
設
の
管
理
運
営

そ
の
他



PSの役割分担値 

• 「行政」「環境パートナーシップ組織」「その他団体」の役割分担値の
合計を 10 としたときの、環境パートナーシップ組織の役割分担値を 

0 から 10 までの数値（整数）で尋ねた。、PS組織の役割分担値が 5 

以上の回答比率は、現在では「活動企画」59%、「運営事務」25%、「
組織体制の決定・見直し」46%と、運営事務の独立性が低い。 
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財政面の独立性は高まっているか？ 

• 予算面の依存度は高いまま 
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どんな成果があがるか？（メリット） 
• 地縁組織と環境以外の団体との連携ではあまり成果が
上がっていない 
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どんな課題があるか（１）？ 

• メンバーの高齢化・固定化が課題 
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どんな課題があるか？（２） 

• 行政依存、マンネリ、資金・人手不足が課題 
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今後PS組織はどうなるのか？（行政側の意向） 
• 行政はPS組織の独立性を高めたいと思っている 
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シップ組織に移す
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環境パートナーシップ組織への負担金・補助

金をやめ、事業ごとに委託する

環境パートナーシップ組織を誰もが参加でき

るような会員組織にする

NPO法人化などを促し、環境パートナーシッ

プ組織自体を行政から切り離す

すでにしている そうすることに決まっている
将来的にそうしたい 検討中である
むしろ逆の方向を考えている その予定はない



まとめと課題 

• 環境パートナーシップ組織はテーマ型組織間の交流の場・機会提供・
連携のきっかけづくりという面で一定の成果をあげている 

• しかし、次第に活動のマンネリ化が進む一方、自治会などの地縁型組
織や事業者との連携は進んでいない。 

• 運営事務や財政面では行政に依存しており、数年経過しても独立性
は高まっていない 

• その理由の一つは、メンバーの固定化・高齢化である可能性が高い 

• パートナーシップ組織と、地縁型組織・事業者は連携できるのか？ 

• パートナーシップ組織は、行政と地縁型組織、企業、一般市民の間を
繋ぐコーディネータや中間支援組織の役割を果たせるのか？ 

• 課題を抱えたまま、パートナーシップ組織を単に行政から切り離し自立
性を高めるのはいいことなのか？ 

• 行政から切り離した場合、行政の政策決定や実行に影響力を行使で
きるような関係性を残せるのか？ 

• 自治体の税収は減少し続け、職員数は減り続けており、行政がすべ
てのニーズに対応できない時代→ではどうする？ 

 


